
















宮城教育大学は平成 16 年 4 月に法人化し、第 1 期中期目標・計画期間は終わり、現在、




本学にとっては、法人化以前の数年間に、第 10 次定員削減による教員 7 名（平成 17 年
度まで）、教員需要の減少を理由とする 80 人の学生定員の削減と教員４名の削減があった




の再編（平成 19 年 4 月より実施）等、単科教育大学として、その機能を教員養成に特化・
一元化した。法人化後は運営費交付金の年度毎の 1 パーセント削減は、法人化の初年度か
らの「折込済み」であったとしても、平成 18 年度からの「総人件費」5 パーセント削減は、

















 本学では学生の課外の自学・自習を推進すべく、特に TOEFL と ICT の一定の資格を獲
得した学生には若干の支援をすることにしたが、その際には情報処理センターの教員の熱
心な主張があった。名実ともに情報処理センターの枠を超えた全学的な試みであり、学生
にとって今日では最も重要な「付加価値」である。私の任期中に果たせなかったことの一
つには、このセンターに専任教職員を配置できなかったことがある。（２０１２．２） 
